
₁．介護福祉士をめぐる状況

現在、日本では、2025年を目途に、「地域包
括ケアシステム」の構築をすすめ、要介護状態
となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を人生の最後まで続けることができるよう医
療・介護・予防・生活支援、住まいの確保が一
体的に提供されるシステムをつくろうとしてい
る。「地域包括システム」とは2010年の地域包
括ケア研究会によれば「ニーズに応じた住宅が
提供されることを基本とした上で、生活上の安
全・安心・健康を確保するために、医療や介護
のみならず、福祉サービスを含めた様々な生活
支援サービスが日常生活の場（日常生活圏域）
で適切に提供できるような地域での体制」を意
味している。大別すれば地域包括ケアシステム
は一つの柱が医療と福祉の連携であり、もう一
つの柱は地域に根付いたケアの提供にあるとい
えるものでその重要な柱として介護サービスを
担うマンパワーの質的、量的な充実と確保とい
うことになる。

一方で介護の現場をみると、まずは量的な人
材の確保が極めて困難な状況にあり、現場では
施設においても地域においても人材を募集して
も応募者がいないという現実があり、有資格者
である介護福祉士の確保も介護施設においても
30％、地域ケアに至っては10％程度と言われて
いる。また、介護福祉士を養成する教育機関に
おいても少子化を背景に入学生の応募は困難を
極めている。さらに、介護人材は、地域包括ケ
アシステムの構築に不可欠の社会基盤であるに
もかかわらず、労働環境の厳しさ、処遇条件の

低迷から、決して魅力あふれる職場環境になっ
ているとはいいがたく、他業種からの「参入促
進」や「選ばれる業界」であるとは言い難い現
実がある。

厚労省によれば（厚生労働省「福祉人材確保
対策検討会」2014.10）、2025年では237万人か
ら249万人の介護職員が必要と推計され、介護
福祉士が介護現場での中核的な機能を担うとす
れば2025年には125万人ほどの介護福祉士が必
要となるが、現在の状況を見る限りそれらの目
標達成には大きな課題がいくつもあるといって
よいであろう。

さて、介護福祉士の専門職としての養成と教
育は、主に₂年生の専門学校での養成が主体と
なってきたが、その後₂年生の短期大学や4年
制大学において社会福祉士養成を併せて社会福
祉専門職養成としてすすめられ、今日に至る。
2015.₄現在、₄年制大学60校、₃年生の専門
学校19校、₂年制の専門学校309校であり、圧
倒的多数は₂年制専門学校によるものである。

こうした状況の中で、将来的な介護人材の確
保という視点から長期的な視野で、あらためて
大学で介護福祉士を養成することの意味を問い
直すことが必要であろう。その中でも、₄年制
大学における介護福祉士養成課程をどのように
理解し、発展させるのかという課題は今後の介
護職員の専門性にかかわる重要な課題であると
考える。ただし、福祉専門職の教育課程を介護
福祉士資格取得という側面のみで比較し、専門
学校での教育課程と₄年制大学におけるそれを
比較をしてどちらかの優劣を求めても大きな意
味はないのではないだろうか。いずれの経過を

4年制大学における介護教育の意味と可能性
－介護職員の誤薬から考える－

特 集

菅谷　洋子　　西本　典良

Journal of health & social services, 2016;No.14, p 76-80

76



を用い、その構成概念としてアプローチ、モ
デル、メソッド、スキル、テクニックと整理
している１）。この用語概念にもとづくと今
日の介護技術教育はどのレベルでの「技術教
育」をしているのであろうか？今日の介護技
術教育がテクニックもしくは「やり方」でと
どまっていないだろうかという自問がある。

④また「介護実習」についていえば、何段階か
の実習教育がそれぞれ積み上げられた実習目
標を達成できるシステムとなっているだろう
か、現場での指導に昔ながらの「見て覚え
よ」式の技術教育？がまかり通っていないで
あろうか？　さらには介護福祉士養成課程に
属する学生たちの社会福祉士の現場実習はも
うひと工夫することで、より効率的で価値の
ある実習になっていくのではないかという期
待もある。

⑤さらに指摘をすれば、多くの₄年制大学では
介護福祉士養成課程とともに社会福祉士養成
課程が併設されているわけで、実際に多くの
卒業生がこれらの₂つの資格をもって現場に
就職している。とすれば介護福祉士のみでな
く社会福祉士も持った社会福祉専門職として
どのように働くのか、あるいはこの₂つの資
格を活かした働き方にはどのようなバリエー
ションがあるかも語られる必要がある。
こうした諸点を整理していくと、介護福祉士

養成課程がまだまだその専門性を主張する上で
課題は少なくない。しかしだからこそ、単なる
資格を得るための最低限の期間で資格取得を実
現するという職業教育ではなく、より深く、広
く研究されるべきであり、それだけをもってし
ても₄年制大学で養成されるべきという主張に
もつながっていくものである。残念ながら現状
ではこうした主張が社会的に広く認知されてい
る段階とは言い難く、見ようによっては当事者
による手前みその主張でとどまっているともい
えよう。

以下では、介護現場における医療行為：与薬
に注目して問題の所在をもう少し掘り下げ、今
後の介護専門職の在り方について論じたい。

たどっても介護福祉士という資格そのものに基
本的に差はない。むしろ介護福祉士という福祉
の専門職をいかに養成し、いかなる専門職を世
に排出するかという論議が必要であるように思
われる。

2008年に介護福祉士を養成する大学の連絡協
議会が発足した。その背景には介護福祉士の専
門性が社会的に認められず、社会的認知が進ま
ないこと、一般に介護福祉士の資格取得が₂年
制の専門学校で取得できるのになぜあえて４年
制大学に進学する必要があるのかという疑問に
十分反論できるエビデンスを示しえていないこ
と、卒業して資格をとってもその処遇条件に₄
年制大学卒業が十分に反映されていないことな
どがあげられよう。その中でも最も本質的な課
題は、要介護者の生活を支えるための介護の専
門性が十分に社会的に認知されずに、いまだ身
辺動作の不自由な方々のお世話をする職業とい
う認識から脱し切れていないという現実があ
る。そうした現実を打開すべく同連絡協議会で
は₄年制大学で介護福祉士を養成する意義を模
索し続け、度々研修会や研究活動を展開してい
る。そのプロセスにおいて概ね、介護教育にお
ける専門性や₄年制大学で養成することの意義
は以下のように語られてきた。
①地域包括ケアが求められる今日的課題に応え

るために、多職種と連携できる力を介護福祉
士が身につける必要があり、高い専門性が求
められる。

②介護においてもそのエビデンスが求められ、
根拠のある介護サービスの提供が求められる
時代となり、それを示すためにはアセスメン
ト、介護計画から実施、モニタリングという
プロセスの中で語られる必要があり、こうし
たプロセスを明確に記録、プレゼン、モニタ
リングする必要があり、より高度な伝達技術
が求められること

③いわゆる専門職らしさはその提供する技術に
よって認知され、証明される側面を持つが、
介護技術における技術教育のレベルについて
も問題する必要があろう。介護教育におけ
る「技術教育」、「実習教育」のあり様を
論ずることにあるように思われる。野村は
A.Rosenblattらのテクノロジーの概念の説明
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₂．介護現場における医行為について

日本の高齢化率は、2014年に25.78％とな
り、世帯の43.4％に高齢者がおりその半数は単
独・夫婦のみである。高齢化の進展や世帯構造
化の変化に伴い介護の資質向上と人材の安定的
確保が急務である。高齢者施設および在宅で
は、医療管理の必要な利用者が急速に増えてき
ている中、2005年に厚生労働省医政局より「医
師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産
師看護師法第31条の解釈（通知）が出され「医
行為でない行為」が法的に明らかにされ、与薬
は原則的に医行為でない行為とされた。

厚生労働省などによると、老人福祉施設で
は、省令や県条例で事故防止に関するマニュア
ルの作成と介護職員への周知徹底が義務づけら
れているが、介護現場での誤薬の重大介護事故
の問題がクローズアップされるなど、介護職員
の行為責任が問われている。函館新聞社（2015
年₈月₈日）によると、函館市内の介護サービ
ス事業所で2014年度に発生した事故数は、前年
度比150件増の519件と、現在の統計方法になっ
た2008年度以降で最多となったことが分かった
としている。事故原因は、誤薬が187件と前年
度から100件増え、これまで最も多かった転倒
（182件）を上回ったとしている。エイケンら２）

は、よりよい患者アウトカムは、より多くの経
験を有し、よりよい教育を受けた看護師によっ
てもたらせることを明らかにした。介護福祉士
への医療ケアのニーズがますます高まる中、教
育の質が利用者へ影響を及ぼすことは明らかで
ある。そこで、介護の質と安全を確保するため
に介護職員の誤薬の問題から₄年制大学の介護
教育の意味と可能性を考えていく。

　
₃．介護職の誤薬による死亡事故に関する考察

₁）読売新聞（2015年₇月₉日）の掲載記事よ
り
2014年12月、ホームヘルパー₂級の資格をも

つ男性介護職員が、入所していた熊谷市の女性
（当時88歳）に誤って別の入所者用の薬を飲ま
せた後、女性が嘔吐し、誤嚥性肺炎で死亡し
た。12月19日の朝食の際、前日入所した女性に

血圧降下剤などを服用させるところ、男性介護
職員が誤って別の入所者のパーキンソン病治療
薬を飲ませたという。女性は１時間余り後に嘔
吐し、病院に運ばれたが、同月22日に亡くなっ
た。入所者が食事をする部屋で、この職員が別
の入所者の名前を呼ぶと死亡した女性が返事を
し、パーキンソン病治療薬を渡してしまったと
いう。顔と名前の確認が不十分だったとみられ
る。医師の診断の結果、服用した薬は直接的な
死因ではないが、副作用で嘔吐した可能性が高
いという。県警は業務上過失致死容疑で捜査し
ているとしている。

施設が2013年₄月に作成したマニュアルに
は、「薬や食事の誤配防止について、入所者の
「名前を呼んで渡す」としているだけで、具体
的な防止策の記述がなかった」とのことであっ
た。事故の要因として考えられることは、ま
ず、薬剤と入居者に対する確認が不十分であっ
たということである。薬の誤配防止について、
2013年₃月に国が作成したガイドラインでは、
配る際や服用時など「最低₃回は本人のものか
確認するといった基本事項を徹底すべき」だと
している。当該介護者や施設は、厚生労働省の
基本事項としている事項について必要性を認識
しているかは、疑問である。

当該職員は、別の入所者の名前を呼び、死亡
した女性が返事をしたため、パーキンソン病治
療薬を渡しているが、返事をした入居者は何故
返事をしたのか、与薬すべき入居者はなぜ返事
をしなかったのかも含め事故要因の分析が必要
である。入居者の名前の確認については、認知
状態やコミュニケーション能力等についてアセ
スメントし、入居者の状況によって名前の確認
方法を変える必要がある。例えば、利用者の名
前を「フルネームで呼ぶ」「利用者に名前を
言っていただく」「ネームトバンド等で照合す
る」等である。

次に、当該介護職は、死亡した入居者に必要
のない薬剤を投与している。入居者が服薬する
必要性の認識が不十分であることも大きな要因
であると考える。入居者の疾患を理解していた
ならば、パーキンソン病の特徴的な症状等がみ
られないことから、投与対象の入居者でないこ
とが判断できるのではないかと考える。入居者
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の疾患や薬剤の作用・副作用を理解していた
ら、少なくとも、入居者の治療に関係のない薬
剤の投与は起こらなかったと考える。

２）産経ニュース（2015年₇月23日）の掲載記
事より
宮崎県は23日、県内の有料老人ホームで₆

月、職員（所持資格は不明）が90代の女性入所
者に過剰な量の薬を渡し、敗血症で死亡したと
発表した。女性は高血圧やリウマチなどの持病
があり、職員の介助で計19種類の薬を飲んでい
た。うち₂種類は₆月₆日から新たに追加さ
れ、本来は週₁日なのに、誤って毎日渡してい
た。女性は₆月12日から発熱や顔の腫れといっ
た症状が現れ、服用を中止。入院後の₆月25日
に死亡した。過剰に服用したことで、免疫機能
が低下したとみられるとのことであった。

この事故の要因は、確認不足である。与薬に
関しては、必ず処方箋の内容を確認し、与薬す
る薬剤名と入居者名を一致させることが必要で
あるが、₆日間も基本的な確認行為が行われな
かったということになる。誤薬をすることが、
人命にかかわることであるという認識があれ
ば少なくとも6日間毎日過剰投与することはな
かったのではないかと考える。また、入居者が
服薬する必要性の認識が不十分であることも大
きな要因であると考える。入居者の疾患や薬剤
の作用・副作用を理解していたら、このような
過剰投与は起こらなかったと考える。

４．介護の質と安全を確保するための教育への
提言
厚労省は、2025年には、高齢者の比率は

30.5％になるとしており、今後、介護福祉士の
医療的ケアに関する実施項目が拡大していくの
ではないかと考える。

日本の介護福祉士資格制度は，ドイツの老人
看護福祉士資格をモデルにしているといわれて
いる。また、高齢者介護の国家資格として確立
している国は、日本とドイツだけである。

筒井ら３）によるとドイツでは、70年代に高
齢者の在宅サービスが組織されると労働力の確
保の問題とともに、老年学・介護学の発達に伴
い高齢者の介護の質が問われるようになった。

継続的に運動能力低下・喪失をきたす疾患を有
する者への支援や加齢に伴う精神的変調による
生活援助には、看護領域の専門的知識と技術を
基盤とした介護の必要性が顕在化してきたとし
ている。この結果、看護領域の介護（医療的援
助）の実施が、介護の質を担保するという考え
をもたらすこととなったとしている。

保住４）は、ドイツでは医療的ケアに関する
プログラムはより一層拡大する傾向にあり、一
定の条件下で注射も可能であるとしている。看
護師との若干の摩擦もあるが、医療ケアの必要
な高齢者の激増でそのようなことを議論してい
る余裕がなくなったとしている。

保住４）は、ドイツの老年介護士法に基づい
た老人介護養成のためのカリキュラムは、医療
面の学習に時間を多く配当しており、高齢者の
医学、介護に関する理論的知識を習得させるこ
とに重点をおいた教育を行っている。日本でも
ドイツのように医療的な学習の時間を確保すれ
ばよいというのではない。日本のカリキュラム
は医療的な学習時間を必要最低限に抑えられ、
高齢者を取り巻く生活全般の学習に重点をおい
ている。ドイツの養成課程で注目したいのは、
それぞれの事柄について科学的根拠に基づき、
理論的かつ専門的に介護を実践するという点で
ある。日本の介護福祉士教育についても科学的
根拠を明確にする教育方法を取り入れる必要が
あるとしている。

エイケンら２）は、大学学士程度の教育を受
けた看護師が10％増加すると、患者の死亡率は
7％下がることを明らかにしている。利用者の
命を守るためにも、介護福祉士の質を向上させ
ることは急務であり、科学的根拠を明確にする
教育方法を取り入れる必要があると考える。

介護福祉士は身体上や精神上の障害がある人
を生活の視点から見て「生きる」を支える仕事
である。「生きる」を支えるケアに必要とされ
る知識には、高齢者・傷害者や家族等生活主体
そのものに関わる側面と、その生活を援助する
仕組みや、これらの両者を取り巻く社会に関わ
る₂つに区分される。後者に関する教育は、₄
年制大学において社会福祉士とのダブル資格取
得を目指し学習している学生も多い中、社会の
しくみ、法制度等十分に教育されているが、そ
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の中で介護福祉士にとって何が必要なのか精選
していく必要があると考える。しかしながら前
者に関する教育は、科学的根拠に基づき実践が
できるような教育がなされているとは言い難
い。科学的根拠に基づき、理論的かつ専門的に
介護を実践できるように、解剖生理学・病態治
療学・薬理学等の医学や看護学領域の専門基礎
科目に関する教育が必要であると考える。

また、介護福祉士は施設において医療・福祉
チームの中核となる職種である。医療福祉チー
ムの連携を促進する能力を持つことができるよ
うな教育が必要である。そこで、他職種と連携
するために共通した基盤を持つことは重要であ
ると考える。例えば、現在₄年制大学の多くの
学生が、社会福祉士を目指す学生と基礎的な科
目について同一のプログラムを受講させている
ように、看護師・作業療法士等を目指す学生と
基礎的な科目については同一のプログラムを受
講させることも考えていく必要がある。

このことによって、介護に必要な福祉と医学
の基礎的知識・技術を持ち、医療福祉チームの
連携を促進する能力も兼ね備えた介護福祉士の
養成が可能であると考える。

高齢者を取り巻く生活全般の学習に重点をお
く₂年間の教育は、介護福祉士の人材不足も鑑
み今後も継続することが重要である。しかし、
現行の₂年間の教育に解剖生理学・病態治療
学・薬理学等の医学や看護学領域の専門基礎科
目や連携に必要な教育内容方法を取り入れる余
裕はない。これらの介護の質と安全を確保する
ための教育は、₄年制大学ならではできる教育
であると考える。ここに4年制大学における介
護教育の意味と可能性があるのではないかと考
える。
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